
北海道の地域脱炭素転換と地域発展
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{6.2, 9.9, 10.4, 13.6, 13.10, 15.3, 16.5, CCP2.1, CCP2.2, CCP5.3, CCP6.2, CCB SLR, SROCC 2.3, SROCC 
CCB9} 
 

SPM.B.4.6 界સରで૱計したਜ਼ັの経済దଝ害について༩されるਬఈは、一ൢదに、温ஈ化のਭ६に
ってඉત形దにଁする（確৶ౕが高い）35。界レベルのਬఈは広く、その๏๑はർ較可ではないた
め、ਬఈのロバストなレンジを示すことはできない（確৶ౕが高い）。AR5での価よりも高いਬఈがଚ在
することは、界સରで૱計した経済ద影響が過去のਬఈよりも高いかもしれないことを示唆する（確৶ౕ
がఁい）36。気候รಊによる経済దଝ害の合計は、なஏ域ద差異が༩され（確৶ౕが高い）、一ਕたり
のਬఈ経済దଝ害額は、ॶಚにઐめる割合として見たときに、開国においてよりきくなることがଡい
（確৶ౕが高い）。経済దଝ害は、経済市において指ඬがあるものもないものも含め、3℃はそれよりも高
いஏ球温ஈ化にർべて、1.5℃においてঘさくなると༩される（確৶ౕが高い）。 {4.4, 9.11, 11.5, 13.10, Box 
14.6, 16.5, CWGB ECONOMICS} 
 

SPM.B.4.7 ௗ期దには、強い降ਭとそれにう洪ਭや೦ଵఁ気圧、干ばつの強ౕのଁ、及びより一起こ
る海ਭ位তの強ౕのଁ加によって強移ेがଁ加する（確৶ౕが高い）。温ஈ化が行すると、ര࿒がき
くన応ྙのఁいஏ域からのຌ意な移ेがਫ਼するだろう（確৶ౕがఖౕ）。ほかの社会経済దགྷ因にർ
べて、気候がจ૬にଲして༫える影響は૮ଲదにঘさいと価される（確৶ౕが高い）。ඉ気候の駆ಊགྷ因をఁ
減するௗ期దな社会経済ద経࿑では、ྙదなจ૬のリスクは減ঙする（確৶ౕがఖౕ）。より高いஏ球温ஈ
化のਭ६では、気ে・気候の極現ে、ಝに干ばつの影響が੮弱のଁによって高まり、国಼のྙదなจ૬
にますますきな影響を༫える（確৶ౕがఖౕ）。{7.3, 16.5, CCB MIGRATE, TSB7.4} 
 

ஏ球温ஈ化のਭ準のতによる界સର及びஏ域దなリスク 
 

 

                                                      
35 ຌ価では、༩される界સରの経済దଝ害のਬఈଁ加ིが、ஏ球温ஈ化のਭ६が高くなるのにって、ત形のଁ加よりきくなる合とঘ
さくなる合があった。一෨のஏ域は、ఁいਭ६の温ஈ化によってส益がもたらされうることを示すৄ拠がある（確৶ౕが高い）。 
36  界સରの経済దଝ害のਬఈの合計のർ較可とロバスト（頑健）が欠していると価された結果、確৶ౕがఁいとなっている。
{CWGB ECONOMICS} 
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世界の気温上昇、
対策で抑制

1.5℃上昇

温暖化の悪影響

IPCC気候変動に関する政府間パネル第6次評価報告書第二作業部会報告(2022年2月28日発表、環境省訳)

⾼い



気温上昇を低く抑えれ
ば被害も小さくなる

IPCC気候変動に関する政府間パネル第6次報告書第一作業部

会報告政策決定者むけ要約をもとにJCCCA全国地球温暖化防
止活動推進センター作成。1.5℃の点線加筆。

1.5℃上昇

• 世界で対策をとれば1.5℃未満抑制。異常気象、生態系農業被害などを小さくできる。
• そのためには2030年ほぼ半減(2019年比)。世界も日本もこの10年の対策が非常に重要。

このための世界のCO2削減

IPCC第6次評価報告書をもとに

国立環境研究所作成
さらに加筆

2030年に排出量ほぼ半減(2019年比)
2050年頃に排出ゼロ

気温
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世界と先進国のCO2排出量

IEA国際エネルギー機関(速報値)より作成

世界のCO2排出量

• 【目標】世界約140カ国が2050年排出ゼロ。
• 【実績】温暖化対策で2013年以降はCO2排出増加がゆるやかになったがまだ減っていない。
先進国には対策進展の国多数。省エネと、再エネ拡大、化石燃料特に石炭の縮小

先進国のCO2排出削減
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英国石油統計2022より作成



2030年、2050年までの排出削減目標
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2030年
46%削減
(2013年比)
1990年比
40%削減
2019年比
37%削減

2050年
実質ゼロ

国の温室効果
ガス排出削減目標

今後目標強化が議論に
自治体も最低この程度の削減、可能な所
はもっと高い目標が必要。

自治体も排出ゼロ。
多くの自治体が2050年排出
実質ゼロを宣言。
対策ロードマップと、それを
実現する政策が課題。

2030削減目標(1990年比換算)：デンマーク70%、英国68%、ドイツ65%、EU55%、米国43〜45%、カナダ26〜32%

地域の目標、対策



日本のCO2排出割合(2020年度)

発電時の排出を発電所の排出とした場合 電気の消費側の排出とした場合

発電所＋工場65%

環境省「温室効果ガス排出インベントリ」より作成

エネル

ギー転換

(発電全

体)

40.4%

産業部

門熱

24.3%

運輸部

門燃料

17.0%

業務部

門熱

5.5%

家庭部

門熱

5.3%

工業プ

ロセス

4.1%
廃棄物

他

3.3%

日本の
CO2排出量
10.44億t-CO2
(2020年度)

エネルギー転

換部門

7.5%

産業部門

(熱+電力)

34.0%

運輸部門(燃

料+電力)

17.7%

業務部門

(熱+電力)

17.4%

家庭部門

(熱+電力)

15.9%

工業プ

ロセス

4.1%

廃棄物他

3.3%

日本の
CO2排出量
10.44億t-CO2
(2020年度)



都道府県別のCO2排出割合
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大分県(2019)
山口県(2017)

和歌山県(2019)
岡山県(2019)
広島県(2017)
兵庫県(2019)
茨城県(2018)
三重県(2018)
愛媛県(2019)
千葉県(2017)
愛知県(2019)
福岡県(2019)

神奈川県(2019)
滋賀県(2019)

群馬県(2018)
北海道(2018)
島根県(2017)
宮城県(2017)
福島県(2018)
石川県(2019)
長崎県(2018)
長野県(2018)
鳥取県(2017)
山梨県(2019)
沖縄県(2019)

鹿児島県(2019)
奈良県(2019)

京都府(2019)
大阪府(2019)
東京都(2019)

全国(2019)

工業プロセス エネルギー転換 産業 運輸 業務 家庭 廃棄物

各都道府県排出統計より作成



北海道のCO2排出割合(2018年度)
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北海道「北海道の温室効果ガス排出量」
経済産業省「都道府県別エネルギー消費統計」より作成

購入電力に注目
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日本のエネルギーと電力消費量、CO2排出量
2010年以降省エネ進展
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一次エネルギー供給

電力消費量

CO2排出量

経済産業省「総合エネルギー統計」
環境省「温室効果ガス排出インベントリ」より作成

原発事故(2011年)以降に省エネ進展。2020年度に2010年度比で一次エネルギー18%減、電力12%減。
再エネ電力は2020年に全体の20%に倍増。ただし先進国平均(30%)より削減率が小さい。
CO2は2020年度に1990年度比CO2排出量10%減。ただし先進国平均(20%減)より削減率が小さい。

原発事故
世界同時不況



有効に使っているエネル
ギーは３分の１。残りは

熱として捨てている

日本のエネルギーの3分の2は無駄に
→大きな省エネの可能性

6割ロス

8割ロス

エ
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ギ
｜

消
費

発電所などで
約３分の１がロス

工場など
に届く前
のロス

工場・オフィ
ス・家庭・車
でのロス

工場・オフィス・
家庭・車で約３
分の１がロス

平田賢「21世紀:水素の時代を担う分散型エネルギーシステム」,vol.54-No.4,機械の研究,2002をもとに作成



対策について



脱炭素の柱は省エネ・再生可能エネルギー対策
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エネルギー起源CO2排出ゼロへの対策手段

• 今ある対策技術普及でできる部分と、新技術も考える部分に整理。
• 今ある技術とその改良技術の普及で、全国で95%以上の排出削減可能。地域では大
半が既存技術で可能。残りは新技術で削減。

電力

低温熱利用
(100℃以下)

中温熱利用
(100〜200℃)

高温熱利用

自動車燃料

船舶航空燃料

再エネ電力

排熱、再エネ熱、電化して再エネ電力

排熱、または電化して再エネ電力

再エネ転換には課題(要素技術は有り)

再エネ転換には課題(要素技術は有り)

電化して再エネ電力

商業化された
優良技術とその改良
技術の普及

商業化された優良技
術普及+技術開発



地域の重点対策(1)省エネ
更新時に省エネ設備・断熱建築・省エネ車導入

更新・買換時に省エネ機器選択

新築・建て替え時に断熱建築選択

2020 2050

更新・買換時に燃費のよい車、
電気自動車を選択

設備機器に関する
エネルギー消費

建築に関する
エネルギー消費
(暖房など)

輸送に関する
エネルギー消費 再エネ電力利用

購入電力で再エネ割合の高い
小売を選ぶか自ら発電設備設置

2030

電力・熱で再エネを選ぶ
(購入あるいは設備設置)

2040

化石燃料 再エネ電力・再エネ熱利用

エネルギー消費



地域の重点対策(2)
地域で再生可能エネルギーを増やす2つの対策

再生可能エネルギー発電所火力・原子力

送電会社

小売会社 小売会社
再生可能エネル
ギー中心の小売

会社

消費者（企業、家庭）

(2)電気を選び、再エネ発電
割合の高い小売会社、メ
ニューを選ぶ

(1)再エネ発電所を自ら設置



全国の脱炭素対策
電力消費と再生可能エネルギー電力可能性
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北海道の脱炭素対策
電力消費と再生可能エネルギー電力可能性
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エネ転換 太陽光(屋根) 太陽光(野立)
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北海道が脱炭素対策で不利な点

•北海道は寒冷地で冬の暖房エネルギー消費量が多
い。

•脱炭素のポイントの一つに石油ストーブからの脱
却がある。寒冷地では既存の建物を含む断熱強化
が必要。

•北海道の年間日射量は東京とほぼ同じ。ただし、
エネルギー消費量の多い冬季に下がる所がある。

•太陽光、太陽熱利用は積雪地でも利用できる。た
だし工夫は必要。



家庭の世帯当たりエネルギー消費量
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暖房 冷房 給湯 厨房 照明・家電製品等

環境省「令和2年度 家庭部門の CO2 排出実態統計調査」



北海道の日射量
太陽光発電、太陽熱利用に影響
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年間を通じて有利な⾓度のデータ。
NEDO日射量データベースより作成



工場の省エネ
素材製造業以外

• 旧型設備、使用が効率的でない例も。

補助事業は西日本の工業都市での対策診断実施の平均。投資回収3.7年

自主参加型排出量取引は参加企業の排出量規模(全体で100万トン超)の大
きい1期から4期の平均。
ESCOは設備更新のあるものの平均。

0% 10% 20% 30% 40% 50%

環境省補助事業

環境省自主参加型

排出量取引

ESCO事業(産業)

熱利用(この工程で2〜3割削減の例)
• 配管断熱強化(劣化修復)
• 排熱利用（高温工程の排熱をよ
り低温の工程で使い、低温工程
の石油・ガスボイラーを廃止）

• 電化ヒートポンプ化

電力(この工程で2〜3割削減の例)
• インバータ化(出力調整できない
機械を調整可能にする)

• 特殊空調の省エネ型への更新
• 特殊空調の温度湿度設定の緩和

従業者むけ照明空調など
• 照明LED化
• 空調の省エネ型への更新



オフィス等の省エネ機器導入効果（設備更新＋使い方）
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• スイッチ小分け、
人感センサーなど
有効。

• 電球交換では地金
があうか要確認。

照明更新
新型蛍光灯→LED、
本数半減

0
20
40
60
80

100

更新前 更新後

エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
量

▲40%以上

冷暖房設備更新

旧型→省エネ型

0

20

40

60

80

100

更新前 更新後

エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
量

石油ボイラー、ストーブから

エアコン・ヒートポンプ

0

20

40

60

80

100

更新前 更新後

エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
量

▲70%
〜85%

▲20%
〜▲50%



断熱建築普及
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日本のゼロエミッションビルは暖房だけでなくエネルギー全体で現状と比べて2割減、

冷暖房給湯照明は5割減

欧州基準は遙かに強い断熱性能を持つ

30年以上に一度の新築建て替えの機会を活かす。
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オフィスなどの省エネ対策の目安
床面積あたりCO2排出量、同じ用途・業種でも効率に差
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(高断熱・省エネ設備
で再エネ100%)

省エネが進まず効率の

悪い事業者は光熱費も
同業他社より多く支
払っている。

東京都の民間オフィス
の例(2018年度)
同じ業種の事業所でも、
効率（床面積比CO2な
ど）に大きな差

現在
（平均より
悪い例）

省エネ設備投資

東京都環境局排出量取引制度報告資料より作成

効率が良い
（模範）

効率が悪い



家庭の省エネ機器導入効果の例
エアコン更新
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運輸の対策
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燃費の良い車への転換
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0
20
40
60
80
100

対策前 対策後

▲70-80%

発電ロス含まず

0

20

40

60

80

100

対
策
前
(乗
用
車
)

対
策
後
(
バ
ス
)

対
策
後
(
鉄
道
平
均
)

▲60%

▲90%

乗用車から鉄道、バスへの転換

この他、中心市街地の交通管理や駐車場管理、まち
づくり・自治体公共施設立地計画、貨物の共同輸配
送など、運輸の対策多数。

条件によって異なる。
自家用車→路面電車、
自家用車→コミュニ
ティバスなどはもう少
し小さい



対策する企業・家庭のメリット
省エネ対策のトータルコスト
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年

省エネ設備選択

エネルギー浪費型で
初期投資額の安い建
物・設備導入

• 図は投資回収年約8年の省エネ対策(断熱建築など)を選んだ時と(設備投資費
が)「高い」といって採用せず安い建物・設備を選び25年使った場合の比較。

• 対策でトータルコスト低下(ただし、既存建築の大規模な断熱改修はもとが
とれない可能性）



全国と北海道の2050年脱炭素



全国の脱炭素対策
エネルギー2050年半減へ

歌川・堀尾「90%以上のCO2削減を2050年までに確実に行うための日本のエネ

ルギー・ミックスと消費構造移行シナリオの設計」化学工学論文集より作成

▲45%以上

▲60%以上

CO2 2050年排出ゼロへ

▲95%
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設備更新、車買い換えのときに省エネ型を選ぶ
新築時に断熱建築を選ぶ

▲60%以上

今ある技術で95%削減
一部新技術を使い排出ゼロに



温暖化対策投資と光熱費減
(2050年度まで)
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投資額を大きく上回る光熱費削減。対策
は全体として利益に。しかも投資の一部
（多く？）を国内・地域企業が獲得。

歌川・堀尾「90%以上のCO2削減を2050年までに確実に行うための日本のエネル
ギー・ミックスと消費構造移行シナリオの設計」化学工学論文集 より作成

全国：温暖化対策と
輸入化石燃料費削減

対策で輸入化石燃料費は大きく減少。
光熱費流出を抑え、国内でお金が回る。
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95%削減の場合。
新技術導入でゼロに



北海道の脱炭素対策

最終エネルギー消費
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• 省エネ設備導入・断熱建築導入で、エネルギーは2050年に半分以下に削減
• エネルギー起源CO2は今の技術の普及で2030年に2013年比60%以上削減、2050年に98%削減、新技術も使い省エネ
と再エネでCO2を100%削減

▲64〜67%
(2013年比)

▲98%
(2013年比)



北海道の脱炭素転換と光熱費・設備費

光熱費削減
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累積光熱費削減と設備投資額増加
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• 現在年間1.9兆円の光熱費支払い。対策により光熱費を大きく減らすことができる。
• 設備投資の増加額は、2050年までの光熱費減の範囲で全体として投資回収可能。



北海道の市町村の脱炭素対策の例
釧路町の脱炭素対策
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▲56〜60%
(2018年比)

▲99%
(2018年比)

漁船のみ新技術を検討。



釧路町の脱炭素転換と光熱費・設備費

光熱費削減
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累積光熱費削減と設備投資額増加
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北海道の市町村の脱炭素対策の例
ニセコ町の脱炭素対策
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▲52〜56%
(2013年比)

▲100%



ニセコ町の脱炭素転換と光熱費・設備費

光熱費削減
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累積光熱費削減と設備投資額増加

0

50

100

150

200

250

300

350

累
積
光
熱
費
削
減
額

設
備
投
資
増
加
額
下
位

設
備
投
資
増
加
額
上
位

累
積
光
熱
費
削
減
分
と

設
備
投
資
増
加
額
[億
円
]



脱炭素は地域にメリットがいっぱい
地域企業・主体が担うことで実現

自治体
エリア
光熱費

脱炭素対策で
光熱費が半分以下に

残りの光熱費支払

設備購入
• 断熱建築
• 省エネ機器、省エネ
車・電気自動車

光熱費減は設備費分を返したら自由に
使える。
→地元で使えばお金が地域で循環。

工事や設備を地域の会社に発注すれば、
お金が地域で循環(注)。

太陽光発電を地元企業・家庭がつけれ
ば売電収入は地元に(注)。

• 再エネ電気への支払い。農家、地域
企業、住民の発電所を選べる。

• 将来は市の出資する電力会社も？

• 対策を選ぶ。地域発展と一緒に考える。
• 住民・地域主体が地域全体のエネルギー、しくみづくりも一緒に考えて行く。

太陽光発電・太陽熱温水
器など

注：省エネ機械、電気自動車、太陽光パネルや再エネ発電機は地元で製造していなくても、企画管理、施
工、運転維持、購入時のマージンなどが地元に入る。



北海道の20kW以上の太陽光発電の持ち主
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• 現状では県外企業の所有が多い。
• 地域の資源を地域主体が使いメリットも得られるよう、今後は地域企業・住民が設置運営
することが望ましい。加えて域内企業が工事受注できることが望ましい。

経済産業省：「事業計画認定情報の公表」より作成
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公的な専門的中立的情報提供

• 地域企業・家庭に、公的・中立の省エネ対策、再エネ対策の情報を提
供。最適技術を、妥当な価格・費用対効果で導入できるようにする。

• 公的・中立的情報により対策効果・コストの「相場感」ができ、具体
的対策導入に寄与。

• 自治体が政策について専門的見地からアドバイスを求める。

• 自治体がエネルギー事務所を設立。研究者や地域の専門家・実務家
(技術では建築、機械、電気、その他)に協力を求める。

• 技術相談・情報提供に技術専門家を紹介、中立的情報提供、中立的ア
ドバイスを提供。



まとめ

• 温暖化の進展で大きな悪影響をもたらす可能性がある。世
界で2030年に排出半減、2050年排出ゼロなどの対策をとれ
ば悪影響を小さく抑えられる。

• 地域の排出削減で、更新の時に優良省エネ技術を全面的に
普及し、再エネ転換することにより、2050年にエネルギー
半減以下、CO2を既存優良技術でほぼ100%削減できる技術的
可能性。

• 対策により膨大な光熱費を半分に削減可能。設備投資が必
要だが「もと」がとれる。脱炭素は気候危機回避とともに、
地域に大きなメリット。断熱建築や省エネ工事を地域企業
が受注すればお金が地域で回る。地域の共通課題解決にも
寄与。

• 脱炭素社会はまちづくりでもある。住民、地域の様々な主
体が議論してまちの将来を決めていくことが必要。


